
盧福利厚生制度の概要 
　職員の共済制度は、埼玉県市町村職員共済組合で実施しています。 

　共済組合では、病気・ケガ・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期

給付事業」、退職・障害・死亡に対して年金または一時金の給付を行う「長期

給付事業」、健康の保持増進事業等の「福祉事業」の大きく分けて３つの事

業を行っています。 

　その他の福利厚生制度として、職員のための互助組織として「職員互助会」

を組織し、福利厚生事業の外部委託を実施しています。 

盪公務災害の発生状況 
　平成１８年度に公務災害または通勤災害と認定された件数は、８件（公務

災害７件、通勤災害１件）でした。 

盧研修の概要 
　平成１８年度は、職場外研修として、基本研修５コース、管理・監督者研修３

コース、専門研修１０コース、派遣研修２９コースに職員を参加させ、職員の資

質の向上と組織の活力の向上を図りました。修了者数は、延べ６９０人でした。 

盪職員の勤務成績の評定方法および活用方法の概要等 
　勤務評定は、勤務の実績を正しく評価し、①公平・公正な人事管理の推進、

滷職員の人材育成、澆職員のモラール向上、④管理監督者等の能力のレベ

ルアップ等、公務能率の増進を図るため実施しています。毎年５月１日から１０

月３１日までの６月間を評定期間とし、評定日を毎年１１月１日としています。評定

については、所属長等が行います。 

盧勤務時間の概要 
　職員の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分です。原則、毎週月曜日から

金曜日までの、それぞれ８時３０分から１７時１５分までの勤務です。 

盪休暇制度の概要・種類等 
年次有給休暇 : １年につき最高２０日付与されます。 

病 気 休 暇 : 医師の証明等に基づき、必要と認められる期間、その治療に

専念させる目的で設けられた有給の休暇です。 

特 別 休 暇 : 結婚、出産、リフレッシュ休暇（夏季休暇）等の有給の休暇です。 

介 護 休 暇 : 親族で日常生活を営むのに支障がある者の介護をする場合

における無給の休暇です。 

組 合 休 暇 : 労働組合の業務または活動に従事するために認められる無

給の休暇です。 

蘯年次有給休暇の取得状況 
　平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの一般職員の年次有給休

暇の平均取得日数は１２.０日でした。 

盻育児休業等の取得状況（平成１８年度） 

眤ラスパイレス指数 
　ラスパイレス指数…一般行政職について国家公務員の給料を１００とした

場合、地方公務員の給与水準がどのくらいかを示す指数 ○配偶者13,000円（給与改定後）　　　　　 
○配偶者以外の扶養親族　6,500円（給与改定後） 
○特定扶養　上記の扶養親族のうち16歳から22歳の
子について5,000円加算 

○借家の場合（家賃12,000円を超える場合に限る） 
　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給　　 
○自宅の場合（住宅の所有者で世帯主）　　 
　新築・購入後５年間2,500円、その他1,000円 

○電車、バスを利用する場合　　　　 
６ヵ月定期券等の価格による一括支給を基本とし、　
１月当たりの運賃等相当額55,000円を限度に支給 
○乗用車等を使用する場合　　　　 
　使用距離等に応じて2,000円～24,500円を支給 

※市長、副市長の給料月額は特例条例により、それぞれ10％、8％減額されており、減額後
の金額 

※八潮市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数 
　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名 

区　分 八　潮　市 国 

支  給  総  額 

職員１人当たり支給年額 

9 不利益処分に関する不服申立ての状況 8 勤務条件に関する措置の要求の状況 
　平成１８年度の措置要求案件はありません。 　平成１８年度の不服申立て案件はありません。 

6 職員の研修および勤務成績の評定の状況 7 職員の福祉および利益の保護の状況 

盧職務専念義務免除の状況 
　平成１８年度における承認件数は、研修を受ける場合が７０２件、厚生事業
に参加する場合が２９４件、その他市長が認めたものが１６件でした。 
盪営利企業等従事の許可状況 
　平成１８年度における許可はありません。 

盧分限処分の状況 
　平成１８年度に分限処分を受けた者はありません。 

盪懲戒処分の状況 
　平成１８年度に懲戒処分を受けた者はありません。 

4 職員の分限および懲戒処分の状況 

眈時間外勤務の状況 
　平成１８年度における一般職員の１月当たり平均時間外勤務時間は、９.５７

時間でした。（休日勤務を含む） 

3 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

5 職員の服務の状況 

眇職員手当の状況　（平成１９年４月１日現在） 

支　　給　　率 

期末手当 
 

勤勉手当 

眩特別職の報酬等の状況　（平成１９年４月１日現在） 

本市に同じ 

○平成19年度支給割合（給与改定後） 
 
  ６月期 
12月期 
　計 
職制上の段階、職務の級等に 
よる加算措置 

 
期末手当 
1.4月分 
1.6月分 
3.0月分 

 
勤勉手当 
0.725月分 
0.775月分 
    1.5月分 
有 

退職手当 

職員全体に占める手当 
支給職員の割合 

支給対象職員１人当たり 
平均支給年額 

手当の種類 作業手当、特殊自動車運転手当 

25,700円 

支給対象職員１人当たり 
平均支給年額 

1.5%

特殊勤務手当 
（平成18年度） 

220千円 

104,166千円 時 間 外 
勤務手当 

（平成18年度） 

支給対象職員数 593人 

国の制度（支給率） 比較対象区域なし 

338,501円 

8％ 

地域手当 
（平成18年度） 

本市に同じ 

本市に同じ 

本市と異なる 

本市に同じ 

○支給率 
 
勤続20年 
　〃　25年 
　〃　35年 
最高限度額 
その他の　　　定年前早期退職特例措置 
加算措置　　　（2％～20％加算） 

 
自己都合 
23.50月分 
33.50月分 
47.50月分 
59.28月分 

 

 
定　　年 
30.55月分 
41.34月分 
59.28月分 
59.28月分 

── 退職時　勧奨退職最高8号給昇給 

扶養手当 

住居手当 

通勤手当 

平成14年度 

93.2

平成15年度 

97.7

平成16年度 

95.8

平成17年度 

96.0

平成18年度 

96.5

区　分 給料月額 

市　長 792,000円 

期末手当 

平成19年度支給割合 
 6 月期　2.1月分 
12月期　2.35月分　計4.45月分 

副市長 690,000円 

区　分 報酬月額 

議　長 440,000円 

副議長 400,000円 

議　員 380,000円 

休業の種類 育児休業 

休業者の内訳 うち新規 

休業者合計 

うち女性 

男性 

5人 

0人 

5人 

14人 

0人 

14人 

部分休業 

うち新規 

0人 

0人 

0人 

0人 

0人 

0人 

ラスパイレス指数 
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眄一般行政職の級別職員数の状況　（平成１９年４月１日現在） 

主事補 
技師補 

標準的な職務内容 

区　分 

職員数（人） 

構成比（％） 

8

2.1

主　事 
技　師 

49

12.9

主　任 

126

33.1

係　長 

106

27.9

課　長 
補　佐 

32

8.4

課　長 

31

8.2

次　長 

14

3.7

部　長 

14

3.7

─ 

380

100

1年度 

5年度 

（参考） 

構成比（％） 

0.5

2.4

15.0

17.3

33.6

35.0

26.8

23.6

8.4

6.8

8.4

8.0

3.9

3.7

3.4

3.2

100

100

計 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 

（各年度４月１日現在） 


